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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  なお、当社グループの報告セグメントの区分は、従来「制御システム」、「交通システム」、「特定情報システ

ム」、「組込システム」、「産業・公共システム」、「ITサービス」としておりましたが、当第１四半期連結累計期

間より、「制御システム」、「自動車システム」、「特定情報システム」、「組込システム」、「産業・公共システ

ム」、「ITサービス」に変更しております。 

  これは、経営の合理化及び事業の効率的運営を図るため、組織変更を行ったことによるものであります。 

変更点としては、「制御システム」、「組込システム」に含めておりました自動車関連事業を、「自動車システム」

として独立した報告セグメントとしております。また、従来の「交通システム」を「制御システム」に統合しており

ます。 

  

回次 
第49期 

第１四半期 
連結累計期間 

第50期 
第１四半期 
連結累計期間 

第49期 

会 計 期 間 
自 平成27年６月１日
至 平成27年８月31日

自 平成28年６月１日 
至 平成28年８月31日 

自 平成27年６月１日
至 平成28年５月31日

売上高 （千円） 1,296,652 1,131,728 5,618,798 

経常利益 （千円） 112,377 34,988 479,342 

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益 

（千円） 74,584 20,994 304,913 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 130,962 91,132 356,938 

純資産額 （千円） 7,859,714 8,004,534 8,011,852 

総資産額 （千円） 8,598,800 8,630,869 9,146,981 

１株当たり四半期（当期） 
純利益金額 

（円） 15.15 4.26 61.94 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額 

（円） － － － 

自己資本比率 （％） 91.4 92.7 87.6 
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第２ 【事業の状況】 
  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間末日現在において当社グループが判断したものであります。  

(1) 業績の状況  

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業の設備投資や雇用・所得環境の改善傾向は見られるもの

の、新興国や資源国経済の減速に加え英国のEU離脱懸念も影響し、先行きが不透明な状態で推移しました。  

情報サービス産業におきましては、企業収益の改善に伴い、大企業・非製造業などを中心にソフトウェア投資は

緩やかな増加傾向で推移しました。  

こうした環境の中、当社は、「社会インフラ分野の安全・安心、快適・便利に貢献する」を中期経営ビジョンと

する中期経営計画（平成27年６月～平成30年５月）に基づき、IoT、自動車、環境・エネルギーをキーワードとし

次なる中核ビジネスに注力すること、継続的な発展のために人材へ重点投資することに取り組んでまいりました。

注力分野としている自動車では、これまでも、制御システム事業部においては車載制御システム開発、組込システ

ム事業部ではモバイル端末や車載情報システムの開発により関連する技術を長年蓄積しており、前期には、社内の

技術を結集して先進運転支援システム（ADAS）分野の車載カメラシステム開発に参画しました。こうしたことか

ら、当期より各事業部の自動車関連部門を結集して自動車システム事業部を新設し、自動車システム事業の拡大と

技術者育成の強化に取り組んでおります。  

また、これまでも継続してきたソフトウェアの要件定義、開発から運用・保守までをトータルにサービスするこ

とで顧客に最大のメリットを提供することについては、各ビジネスユニットごとに目標と評価方法を明確にし、計

画に従ったPDCAサイクルを回す取り組みも継続して推進しております。  

経営成績につきましては、制御システムは堅調に推移したものの、自動車システムの車載情報システムと組込シ

ステムのストレージサーバーで体制が縮小したことや、特定情報システムの方式設計業務でピークが過ぎ作業量が

減少したことなどから、売上、利益とも前年を下回りました。  

この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は1,131百万円（前年同期比12.7％減）、 営業利益は21百

万円（前年同期比78.8％減）、経常利益は34百万円（前年同期比68.9％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益

は20百万円（前年同期比71.9％減）となりました。  

  

セグメントごとの業績は次のとおりであります。  

なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントとして記載する事業セグメントを変更しており、当第１

四半期連結累計期間の比較・分析は、変更後の区分に基づいております。  

（制御システム）  

制御システムでは、エネルギーシステムは、火力発電所向け監視・制御システムとプラント制御用コントローラ

ーシステムは横ばいで推移したものの、電力広域システムで作業量が増加したため、エネルギーシステム全体で

は、売上、利益とも前年を上回りました。  

交通システムは、新幹線の運行管理システムは保守フェーズが継続しており横ばいで推移しましたが、在来線の

運行管理システムは第２四半期以降に開発案件が集中しているため、交通システム全体では、売上、利益とも前年

を下回りました。  

この結果、売上高は169百万円（前年同期比11.4％増）、セグメント利益は39百万円（前年同期比35.9％増）と

なりました。  

（自動車システム）  

自動車システムでは、車載制御システムの変速機制御で無段階変速機（CVT）は堅調に推移しましたが、エンジ

ン制御では、開発量の多い変速機制御に技術者をシフトし体制を縮小したことに加え、先進運転支援システムに向

けた技術者育成のためオーバーアサインしたことから、売上、利益とも前年を下回りました。車載情報システムで

は通信ミドルウェア関連は横ばいで推移したものの、機種開発が収束し体制を大きく縮小したことで、売上、利益

とも前年を下回りました。一方、前第２四半期より受注した先進運転支援システムの車載カメラシステム開発は堅

調に推移しました。  
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この結果、売上高は253百万円（前年同期比21.2％減）、セグメント利益は31百万円（前年同期比45.4％減）と

なりました。  

（特定情報システム）  

特定情報システムでは、地理情報関連は横ばいで推移したものの、危機管理関連は方式設計業務でピークが過ぎ

作業量が減少したことや、一部の案件で開発フェーズが終了し体制を縮小したことなどで、売上、利益とも前年を

下回りました。  

この結果、売上高は74百万円（前年同期比30.6％減）、セグメント利益は６百万円（前年同期比69.4％減）とな

りました。  

（組込システム）  

組込システムでは、ストレージデバイス開発は企業向けで新たにファームウェア検証を受注したものの、コンシ

ューマー向けやHDD開発で作業量が減少しました。また、ストレージサーバー開発も作業量が減少し体制を縮小し

たことなどで、売上、利益とも前年を下回りました。  

この結果、売上高は136百万円（前年同期比15.9％減）、セグメント利益は22百万円（前年同期比44.6％減）と

なりました。  

（産業・公共システム）  

産業・公共システムでは、駅務機器開発とICカード開発は堅調に推移し、文書管理システムは横ばいで推移しま

した。準天頂衛星システムは試験フェーズに入ったことで体制を縮小しました。また、スポーツ関連システムとコ

ンビニ関連システムは開発が終了し保守フェーズが継続していることや、鉄道子会社向けのエンジニアリングサー

ビスも作業量が減少し体制を縮小したことなどで、売上、利益ともに前年を下回りました。  

この結果、売上高は271百万円（前年同期比14.3％減）、セグメント利益は65百万円（前年同期比13.6％減）と

なりました。  

（ITサービス）  

ITサービスでは、検証業務は戦略的に製品検証業務から構築業務に軸足を移しているため、売上、利益ともに前

年を下回りました。構築業務は堅調に推移し、保守・運用業務は会計システムで作業量が減少傾向にあるものの、

その他は横ばいで推移しました。また、戦略転換に伴い技術者への教育時間を増やしたため、ITサービス全体で

は、売上、利益ともに前年を下回りました。  

この結果、売上高は226百万円（前年同期比4.3％減）、セグメント利益は35百万円（前年同期比22.8％減）とな

りました。  

  

(2) 財政状態の分析  

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて516百万円減少して、8,630百万円と

なりました。この主な要因は、賞与支払いに伴い現金及び預金が減少したことによります。  

負債につきましては、前連結会計年度末に比べて508百万円減少して、626百万円となりました。この主な要因

は、賞与支払いに伴い賞与引当金が減少したことによります。  

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べて7百万円減少して、8,004百万円となりました。この主な要因

は、その他有価証券評価差額金の増加と期末配当に伴う利益剰余金の減少とが相殺され、最終的に減少したことに

よります。この結果、自己資本比率は、92.7％となりました。  

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題  

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。  

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。  

  

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針  

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の源

泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していく

ことを可能とする者であることが必要であると考えており、当社株式に対する大規模な買付行為であっても、当

社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。また、当社

の支配権の移転を伴う買付提案又は買付行為の是非についての判断は、最終的には株主の皆様の意思に基づき行

われるものであると考えております。  

しかしながら、当社のビジネスは、株主の皆様を始め、顧客企業や従業員、地域社会など様々なステークホル

ダーの協業の上に成り立っており、これらのステークホルダーが安心して当社の事業に関わることができる安定

的かつ健全な体制を構築し、社会から必要とされる高品質なサービスを提供していくことが、当社企業価値を高

めていく上で不可欠な要件となっております。  

 近年、新しい法制度、企業買収環境及び企業文化の変化等を背景として、対象会社の経営陣と十分な協議や合
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意のプロセスを経ることなく、大規模な株式の買付行為を強行するといった動きが顕在化しつつあります。ま

た、株式の大量取得行為の中には、(a)買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み、企業価値・株主共同の利益に対

する明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、(b)株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、(c)対

象会社の取締役会や株主が買付けの条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するた

めの十分な時間や情報を提供しないもの、(d)対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすため

に買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくあ

りません。  

そこで、当社の企業価値・株主共同の利益に資する買付提案が行われ、その買付提案が実行された場合、当社

がこれまで育成してまいりました当社の特色である信頼性、公共性、中立性、経営の安定性、ブランド・イメー

ジ等をはじめ、株主の皆様はもとより、顧客企業、取引先、地域社会、従業員その他利害関係者の利益を含む当

社の企業価値への影響、ひいては株主共同の利益を毀損する可能性があります。当社は、このような不適切な株

式の大量取得行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではないとして、当該

者による大量取得行為に対して必要かつ相当な手段を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

を確保する必要があると考えます。  

  

② 基本方針の実現に資する特別な取組み  

当社は、当社の企業価値の源泉を踏まえて、多数の投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただく

ため、中期経営計画の推進とコーポレート・ガバナンスの強化の両面から、当社の企業価値及び株主共同の利益

の向上に取り組んでおります。以下に掲げる取組みは、いずれも本基本方針の実現に資するものと考えておりま

す。  

  

イ）当社の経営方針  

当社は制御、組込、プラットフォーム分野に特化したソフトウェア受託開発業務を行っており、お客様の満

足度向上のためサービスをキーワードとして品質・納期・価格・セキュリティの４項目に重点を置き信頼でき

るソリューションを提供してまいります。具体的には  

（a）お客様に満足していただける付加価値の高い製品を提供する。  

（b）株主の皆様の期待と信頼に応える魅力ある成長経営を目指す。  

（c）ともに働く社員に誇りを持って楽しく働ける環境と機会を公平に提供する。  

（d）社会の発展のために安全で適価な製品を提供する。  

の４点を経営方針として掲げ、中長期的な発展・成長を実現するとともに、企業の社会的責任に十分配慮し、

より一層の企業価値向上を目指してまいりたいと考えております。  

  

ロ）中期経営計画の推進  

当社グループは企業価値を高めるために中期経営計画を策定しております。  

当中期経営計画においては、ソフトウェアの要件定義、開発から運用・保守までをトータルにサービスする

ことにより顧客に最大のメリットを提供するというトータル・ソフトウェア・エンジニアリング・サービス

（T-SES）を実現するために、社会インフラを戦略分野として、受注拡大のための営業強化、当社のマネジメン

ト力を活かすための請負範囲の拡大、実務を通した人材の育成、コスト効率向上と人材の最適配置のための子

会社を含めた事業再編などを重点施策として実施してまいります。  

  

ハ）コーポレート・ガバナンスの強化について  

当社グループでは経営の透明性・健全性の観点から、コーポレート・ガバナンスは経営上の重要課題の一つ

と認識しております。経営環境や市場の変化、顧客の動向に素早く対応するため、迅速かつ適正な意思決定を

図ると同時に、取締役会及び監査役会の機能向上に努めております。この考えに基づき、  

（a）重要な業務執行の決定はすべて取締役会に付議され迅速に決定されており、その執行の監視は取締役間

相互にて牽制機能をもって行っております。  

（b）株主が業績結果に基づいた取締役評価をより適時に行えるように、取締役の任期は１年となっておりま

す。  

（c）取締役会の任意の諮問委員会として代表取締役社長を除く常勤取締役、社外取締役、監査役から選任さ

れる指名報酬委員会及び投資審査委員会を設置し、経営監督機能の向上に努め、株主重視の経営を推進し

ております。  

（d）監査役会は社外監査役２名を含む３名で構成されており、ガバナンスのあり方とその運営について監視

し、取締役の職務執行を含む日常的な経営活動の監査を行っております。監査役は、代表取締役、会計監

査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催することとし、取締役及び使用人にヒアリングを実施する機会

を与えられております。  
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（e）取締役及び監査役に監査結果の報告を行う独立した内部監査部門として経営監査室を設置し、内部監査

規程に基づき各部門の会計監査・業務監査・コンプライアンス監査・内部統制監査を実施しております。

（f）グループ会社を含めた全取締役、従業員が、コンプライアンスに違反する行為が行われている、あるい

は行われるおそれがあることに気づいたときは、速やかに管理部あるいは社外の顧問弁護士に対し通報・

相談を行い、内部統制の自浄化を図る体制を整備しております。  

  

ニ）利益配分に関する基本方針  

更に当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策と位置付けており、ソフトウェア業界における競争力

を維持・強化するとともに、業績に裏付けされた成果の配分を行うことを基本方針とし、安定的な配当の継続

と配当性向50％以上を目標としております。当社は、配当水準を利益配分に関する基本方針に基づき、今後も

引き続き株主・投資家の皆様のご期待に応えていく所存であります。  

  

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み  

当社は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組みの一つとして、当社株式に対する大規模な買付提案及び買付行為が行われる際に、当社取締役会

が株主の皆様に代替案を提案すること、株主の皆様がかかる大量買付けに応じるべきか否かを判断するために必

要な情報及び時間を確保すること、並びに株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とする枠組みを確保する

ことが、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同利益を確保するために必要であると判断いたしました。  

そこで当社は、平成20年３月７日開催の取締役会において、当社株式の大規模な買付提案及び買付行為への対

応方針（買収防衛策）を導入することを決議し、平成20年８月26日開催の第41期定時株主総会において株主の皆

様のご承認をいただき導入いたしました。その後、平成23年８月26日開催の第44期定時株主総会及び平成26年８

月22日開催の第47期定時株主総会のそれぞれにおいて、一部変更の上継続することについて、株主の皆様のご承

認をいただきました（以下、継続後の対応方針を「本プラン」といいます）。  

本プランの有効期間は、平成29年８月に開催予定の第50期定時株主総会の終結の時をもって満了となります。 

本プランは、買付行為等に際してのルールを設定し、大量買付提案者に対してそのルールに従うことを求める

とともに、対抗措置の発動及び不発動に関する要件及び手続き等を定めております。  

また、本プランにおける対抗措置は、会社法第277条に規定される新株予約権の無償割当によるものとしており

ます。  

  

④ 前記取組みが、基本方針に沿い、株主共同の利益を害するものではなく、当社の会社役員の地位の維持を目的

とするものではないことについて  

本プランは、上述のとおり、当社株式に対する買付行為等が行われた際に、当該買付行為等が不適切なもので

ないか否かを株主の皆様が判断するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために交渉を行うこと

等を可能とすることで、企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入された

ものです。  

本プランにおいては、実際に当社に対して買付行為等がなされた場合には、特別委員会が特別委員会規程に従

い、当該買付けが当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するか否かなどの実質的な判断を行い、当社取締役会

はその判断を最大限尊重して会社法上の決議を行うこととなります。また、当社取締役会は、特別委員会による

勧告に従うことにより当社の企業価値・株主共同の利益が毀損されることが明らかである場合でない限りは、特

別委員会の勧告又は株主総会における決定の内容と異なった決議をすることはできません。なお、特別委員会は

独立した第三者から助言を受けることとされており、特別委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保さ

れる仕組みとなっているとともに、特別委員会において合理的かつ詳細な客観的要件が充足されたと判断されな

い限りは発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保

しております。  

また、デッドハンド型及びスローハンド型買収防衛策ではなく、経営陣によるプランの廃止を不能又は困難と

する性格をもつライツプランとは全く性質が異なるものと考えます。  

こうしたことから、本プランは、平成17年５月27日に経済産業省及び法務省から公表された「企業価値・株主

共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」に定める三原則(a)企業価値・株主共同の利益の確

保・向上の原則、(b)事前開示・株主意思の原則、(c)必要性・相当性確保の原則のすべてを充足しており、企業

価値研究会が平成20年６月30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の提言内容を

踏まえており、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。  

  

(4) 研究開発活動  

該当事項はありません。  
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  
②【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。  

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。  

  
(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。  

  
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  
(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

  

(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年５月31日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】 

平成28年５月31日現在 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 22,980,000 

計 22,980,000 
 

種類 

第１四半期会計期間末 

現在発行数(株) 

(平成28年８月31日) 

提出日現在 

発行数(株) 

(平成28年10月７日) 

上場金融商品取引所 

名又は登録認可金融 

商品取引業協会名 

内容 

普通株式 5,745,184 5,745,184 
東京証券取引所JASDAQ
（スタンダード） 

単元株式数は100株で
あります。 

計 5,745,184 5,745,184 － － 
 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金増減額

(千円) 

資本金残高 

(千円) 

資本準備金 

増減額 

(千円) 

資本準備金 

残高 

(千円) 

平成28年６月１日～ 

平成28年８月31日 
－ 5,745,184 － 1,487,409 － 2,174,175 

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ － 
普通株式 822,600 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,921,400 49,214 － 

単元未満株式 普通株式 1,184 － － 

発行済株式総数   5,745,184 － － 

総株主の議決権 － 49,214 － 
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②【自己株式等】 

平成28年５月31日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

 

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義 

所有株式数 

(株) 

他人名義 

所有株式数 

(株) 

所有株式数 

の合計 

(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％) 

（自己保有株式） 東京都港区浜松町
二丁目４番１号 

822,600 － 822,600 14.32 
日本プロセス株式会社 

計 － 822,600 － 822,600 14.32 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。  

  

２. 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年６月１日から平成

28年８月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年６月１日から平成28年８月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、京橋監査法人による四半期レビューを受けております。  
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年５月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年８月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 2,461,029 1,883,411 

    受取手形及び売掛金 1,341,274 1,164,310 

    電子記録債権 707,266 549,362 

    有価証券 1,607,659 1,755,883 

    仕掛品 111,892 248,739 

    繰延税金資産 218,927 206,634 

    その他 61,827 123,080 

    流動資産合計 6,509,877 5,931,421 

  固定資産     

    有形固定資産 206,194 209,245 

    無形固定資産 10,883 11,313 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 2,178,325 2,229,235 

      その他 241,700 249,653 

      投資その他の資産合計 2,420,025 2,478,889 

    固定資産合計 2,637,103 2,699,447 

  資産合計 9,146,981 8,630,869 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 57,623 55,771 

    未払法人税等 13,381 9,471 

    賞与引当金 589,618 185,633 

    その他の引当金 22,511 9,415 

    その他 330,603 222,129 

    流動負債合計 1,013,738 482,421 

  固定負債     

    引当金 79,332 71,119 

    その他 42,058 72,794 

    固定負債合計 121,391 143,913 

  負債合計 1,135,129 626,335 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,487,409 1,487,409 

    資本剰余金 2,325,847 2,325,847 

    利益剰余金 4,851,275 4,773,819 

    自己株式 △754,212 △754,212 

    株主資本合計 7,910,320 7,832,864 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 101,531 171,669 

    その他の包括利益累計額合計 101,531 171,669 

  純資産合計 8,011,852 8,004,534 

負債純資産合計 9,146,981 8,630,869 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年６月１日 
 至 平成27年８月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年６月１日 
 至 平成28年８月31日) 

売上高 1,296,652 1,131,728 

売上原価 1,028,152 936,331 

売上総利益 268,500 195,397 

販売費及び一般管理費 168,927 174,280 

営業利益 99,572 21,117 

営業外収益     

  受取利息 6,190 5,817 

  受取配当金 3,665 5,617 

  保険解約返戻金 1,740 1,369 

  その他 1,208 1,066 

  営業外収益合計 12,805 13,871 

経常利益 112,377 34,988 

特別損失     

  固定資産除却損 0 0 

  特別損失合計 0 0 

税金等調整前四半期純利益 112,377 34,988 

法人税、住民税及び事業税 2,017 2,017 

法人税等調整額 35,775 11,976 

法人税等合計 37,792 13,994 

四半期純利益 74,584 20,994 

親会社株主に帰属する四半期純利益 74,584 20,994 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年６月１日 
 至 平成27年８月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年６月１日 
 至 平成28年８月31日) 

四半期純利益 74,584 20,994 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 56,377 70,138 

  その他の包括利益合計 56,377 70,138 

四半期包括利益 130,962 91,132 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 130,962 91,132 

  非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】 

(追加情報) 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１四半

期連結会計期間から適用しております。  

  
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。  
  

  

(株主資本等関係) 

 前第１四半期連結累計期間（自  平成27年６月１日  至  平成27年８月31日）  

１. 配当金支払額  

  
２. 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの  

該当事項はありません。  

  
 当第１四半期連結累計期間（自  平成28年６月１日  至  平成28年８月31日）  

１. 配当金支払額  

  
２. 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの  

該当事項はありません。  

  

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年６月１日 
  至  平成27年８月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年６月１日 
  至  平成28年８月31日) 

減価償却費 5,842千円 5,019千円 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年７月６日
取締役会 

普通株式 98,451 20.00 平成27年５月31日 平成27年８月10日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年７月７日
取締役会 

普通株式 98,451 20.00 平成28年５月31日 平成28年８月８日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ. 前第１四半期連結累計期間（自  平成27年６月１日  至  平成27年８月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

（単位：千円） 

(注) １．セグメント利益の調整額△174,047千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△168,927千円及

びその他△5,120千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

ります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

報告セグメント 

合計 制御 
システム 

自動車 
システム 

特定情報 
システム 

組込 
システム 

産業・公共
システム 

ITサービス 

売上高               

外部顧客への売上高 151,780 321,909 107,479 161,774 316,615 237,093 1,296,652 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － － － － － － 

計 151,780 321,909 107,479 161,774 316,615 237,093 1,296,652 

セグメント利益 28,872 58,603 22,734 41,371 75,926 46,112 273,620 
 

  
調整額 
(注)１ 

四半期連結損
益計算書計上
額(注)２ 

売上高     

外部顧客への売上高 － 1,296,652 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － 

計 － 1,296,652 

セグメント利益 △174,047 99,572 
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Ⅱ. 当第１四半期連結累計期間（自  平成28年６月１日  至  平成28年８月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

（単位：千円） 

(注) １．セグメント利益の調整額△181,158千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△174,280千円及

びその他△6,878千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

ります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２. 報告セグメントの変更等に関する事項 

当第１四半期連結会計期間より、経営の合理化及び事業の効率的運営を図るため、組織変更を行ったことに伴い報

告セグメントの区分を見直しています。 

変更点としては、「制御システム」、「組込システム」に含めておりました自動車関連事業を、「自動車システ

ム」として独立した報告セグメントとしております。また、従来の「交通システム」を「制御システム」に統合して

おります。 

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分により作成したものを記載しており

ます。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
  

 

  

報告セグメント 

合計 制御 
システム 

自動車 
システム 

特定情報 
システム 

組込 
システム 

産業・公共
システム 

ITサービス 

売上高               

外部顧客への売上高 169,102 253,544 74,576 136,099 271,411 226,993 1,131,728 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － － － － － － 

計 169,102 253,544 74,576 136,099 271,411 226,993 1,131,728 

セグメント利益 39,239 31,969 6,960 22,909 65,615 35,581 202,275 
 

  
調整額 
(注)１ 

四半期連結損
益計算書計上
額(注)２ 

売上高     

外部顧客への売上高 － 1,131,728 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － 

計 － 1,131,728 

セグメント利益 △181,158 21,117 
 

項目 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年６月１日 
 至 平成27年８月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年６月１日 
 至 平成28年８月31日) 

１株当たり四半期純利益金額 15円15銭 4円26銭 

(算定上の基礎)    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 74,584 20,994 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 

四半期純利益金額（千円） 
74,584 20,994 

普通株式の期中平均株式数（株） 4,922,550 4,922,550 
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２ 【その他】 

平成28年７月７日開催の取締役会において、平成28年５月31日現在の株主名簿に記録された株主に対し、次のとお

り期末配当を行うことを決議し、支払いを行っております。  

（１）配当金の総額……………………………………98,451千円  

（２）１株当たりの金額………………………………20円00銭  

（３）支払請求権の効力発生日及び支払開始日……平成28年８月８日  
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  
該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書  
  

平成28年10月６日

日本プロセス株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本プロセス株

式会社の平成28年６月１日から平成29年５月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年６月１日から

平成28年８月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年６月１日から平成28年８月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本プロセス株式会社及び連結子会社の平成28年８月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

  

強調事項 

 セグメント情報等に記載のとおり、会社は当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更している。 

  当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。  

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

京橋監査法人 
 

代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士  小 宮 山    司  印 
 

代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士  長   澤    洋  印 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年10月７日 

【会社名】 日本プロセス株式会社 

【英訳名】 Japan Process Development Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 上石 芳昭 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役財務統括 坂巻 詳浩 

【本店の所在の場所】 東京都港区浜松町二丁目４番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長 上石 芳昭 及び当社最高財務責任者 坂巻 詳浩 は、当社の第50期第１四半期（自  平成28年

６月１日  至  平成28年８月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されているこ

とを確認いたしました。 

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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